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[ 政務調査費の概要

1 政務調査費の交付制度

白己責任の領域が拡大 し､二元代表制の -翠を杓う地方議会の役割と責任はま

すます萎要なものとなった｡

このような中にあって､地方議会の活性化を図るためには､その審議能力を

強化 してい くことが必要不可欠であり､議員の調査研究活動基盤の充実強化を

図る観点から､平成 12年5月に地方をLH台法が改iEされ､政務調査費の交付制

度が設けられたものである0

2 本県の政務調査費のあらまし

政務調査費は､｢地方 自治法第 100条第 14項 ･15項｣及び ｢熊本県政

務調査費の交付に関する条例｣､｢同条例施行規程｣の規定に基づき､議員の

調査研究に蟹する経費の一部 として会派又は議員に対 し交付されるものであ

る｡

(1)政務調査費の額及び交付の方法

･ 交付鰭は議員 i人当たり月額30万円とする｡,

･ 交付の方法は､会派毎に､〔O-(卦のいずれかの方法による｡

(訂 会派に交付する方法

② 議員に交付する方法

③ 会派及び議員に交付する方法

(2)政務調査費経理責任者

･ 政務調査費の交付を受ける会派は､政務調査韓経理鋸 亡者を置 くことO

(3)証拠書粒等の整備及び保存

･ 政務調査費経理責任者及び議員は､政務調査費の支出について､証拠書

類等を整備 し､その内容を明確に した会計帳簿を備えることO

会派の代表 者及び議員は､会計帳簿､証拠若紫享等を5年間保存することo

(4)収 支報告奈等

会派の代表者及び議員は､政務調在室空の収入額､支Hi篭凱 残客員等 を記較

Lた収支報菖吾を翌年度の4月3()Ejまでに議良に提出するニFll,

臥



ll 政務調査費充当の基本的考え方

i 執行にあたっての原則

政務調査費の執行にあたっては､県政等に関する調査研究､情報収集等に要

した経費の実費に充当するものであり､会派 (議員)の責任においてー適切に

処理するものとする0

2 実費弁償の原則

政務調査費は､法律及び条例の規定に基づき､会派又は議員に対 して調査研

究に要する経費として交付されるものであることから､実費弁償を原則とする｡

3 政務調査活動と他の議員活動等が混在する場合の按分について

会派及び議員の活動は､議会活動､政党活動､選挙活動等多彩であり､ 1つ

の活動が政務調査活動と他の議員活動等の両面を有 し､揮然--一体となっている

ことが多く､明確に区分することが困難であると考えられるo

このような場合には､時間割合やその他合理的な方按で按分するものとする｡
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附 経費別の支出にあたっての運用指針

≪全ての経費区分に共通する項目》

(1)会派及び議員は､政務調査活動のうち､報告する必要があると認める主な

活動については､その活動内容を記載 した ｢政務調査費活動報告書｣(参考

様式 1)を作成するものとする｡

(2)各経費の支出にあたって､その内容が政党活動や後援会活動などと混在す

る場合の按分割合については､会派又は議員の活動実態によって異なること

から､-律に比率を示すことが困難であり､政務調査費の交付を受けた会派

又は議員のそれぞれの責任において､当該会派 (議員)の政務調査活動の実

態に応じ､次の按分方法 ≪例》を参考にしながら､合理的に説明できる比率
を定めて用いるものとするo

r′-ノー/-′-′こノ-′---′-′-I---,-,-,-′---,---,-′---′- / - ,1
i按分方法 ≪例≫ iヽ ヽ
! 調査研究活勤(A) さ

‡ 調査研究活動(A'+その他の議員活動 (後援会 ･政党活動等)(B) ≡-ヽ′-′-･ノ-′■- ノ - ′ ■- ′▲■■′■-ノ■-′▲■■′- →-′- ∫- ′ ■- ′-′-′-′-′-′-･′- ノ- ′- ′.-ヽ

(3)交通費については､

医共交通機関を利用 した虜膏

原則として旅行会社等の街収書を受覇することO

簡収書が受領できなかった場合は､支払証明薯 (P19参照)を作成する

こと｡

自家用車を利用 した場ロ

｢普通旅費計算表｣(P8)により交通費を算定 し､支払証明書 (P21

参照)を作成すること｡

(4)宿泊費については､原則実費とするO

宿泊費の場合は通常､償収賓が発行されることから､支払証明書は原則 と

して不可｡

(5)アルコール ･食事代には支出できない.

ただし､茶菓子代については､常識的な範囲内に限られる｡

(6)参考として全国議長会資料を (P44)を添付しているのでー参照のことO

苦



1 ｢調査研究費｣

･会派及び議員が行う県の事務及び地方行財政に関する調査研究

及び調査委託に要する経費

具体的な

支出の事例

◇県内外における視察 ･海外視察の交通費

◇県政全般に関する執行部との意見交換のための交通費

◇議会での質問 (代表 ･一般)のための執行部との打ち合わせに

要する交通費

◇議員連盟 (政策の勉強や提言を目的とするものに限る)の活動

のための交通費

◇市町村や県民からの陳情に関する現地調査のための交通費

◇国等-の要望活動のための交通費

◇広域事業調整や県 ･市町村間の調整のための交通費

◇国 ･県 ･市町村 ･各種団体が主催する行事 (会議 ･大会など)

-の出席のための交通費､参加費

◇上記の活動の際に要する宿泊費

◇調査報告書等の作成費

◇民間調査機関 ･会派内の研究会などへの調査の委託費

◇調査のための関係者との打ち合わせに要する交通費 ･宿泊費

(⊃視察については､その成果に関する記録を作成 ･保管すること

○調査委託については､成果品を保管すること

2 ｢研修費｣
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3 ｢会議費｣

区 分 説 明

使 途 ･会派が開催する各種会議及び議員が開催する県民の県政 に関す

る要望､意見等を聴取するための各種会議に要す る経費

具体的な ◇県政報告会 .県政懇談会等に使用する会場や機材等の借 り上げ

支出の事例 料

◇ボス夕- .チラシ .配布資料等の印刷代

◇茶菓子代

◇会議開催のために必要な交通費 .宿泊費

留意点 ○会場等の借 り上げ料に飲食費が含まれている場合は､借 り上げ

料のみが報告の対象となりうるので､領収書に借 り上げ料 と飲

食費の内訳を明 示することoできるだけ飲食費を除いた額の領

4 ｢資料作成費｣

区 分 説 明

使 途 ･会派及び議員が議会審議に必要な資料を作成するために要す る

経費

具体的な ◇資料の印刷 .製本代

支出の事例 ◇写真の現像 .焼き付け代

5 ｢資料購入費｣

:r=!



6 ｢広報 ･広聴費J

区 分 T 説 明

使 途 ･会派及び議員が行う義貞活動及び県政に関する政策等の広報 .

広聴活動に要する経費

具体的な ◇議会報告 .県政だより等の印刷代

支出の事例 ◇郵送料 .宅配便代

◇ホ-ムペ-ジ作成費

留意点 ○｢県議会報告｣｢県政だより｣等のタイ トルとし､発行者は議
員本人であること

○後援会が発行する ｢○○後援会報｣等には支出できない
○後援会との共同発行の場合は､合理的な方法により按分するこ

7 ｢事務所費｣

区 分 説 明

使 途 ･会派及び議員が行う調査研究活動のために必要な事務所の設置

及び管理に要する経費

具体的な ◇事務所の敷地や建物の賃借料

支出の事例 ◇事務所の光熱水資

留意点 (〕後援会等との共同利用の場合は､利用の割合により按分するこ

ど

〔)議員本人所有の事務所の場合は､管理費のみが報告の対象とな

る

○自宅を事務所と兼用としている場合には､管理費を利用の割合

により按分すること

絹



8 ｢事務費｣
区 分 説 明

使 途 ･会派及び議員が行う調査研究に係る事務遂行に必要な経費

具体的な ◇事務用品代

支出の事例 ◇事務用機器 (パソコン､コピー等)の購入及びレンタル料

◇電話 .ファクシミリ料

◇郵送料 .宅配便代

◇パソコン通信等に要する経費

留意点 ○後援会等の活動の経費と一体となって支出している場合には､

9 ｢人件費｣
区 分 説 明

使 途 ･会派及び議員が行う調査研究を補助する職員を雇用する経費

具体的な ◇政務調査活動を補助する者の給料 .賃金 .各種の手当及び社会

支出の事例 保険料

留意点 ○議員の政務調査活動を補助する者に限られるo従って､もつぱ

ら車の運転に従事する者には支出できない

○後援会の事務など､他の業務に従事することがある場合は､合

理的な方法により按分すること

※ 支出に適しない事例

1 政党活動､選挙活動､後援会活動に限定された経費

2 観光､レクレーション目的の交通費

3 私的用務による交通費

4 飲食を目的とする会議経費

5 趣味､福利厚生を目的とした薯籍購入費

6 事務所の土地､建物の購入､建築工事費等

?



(別 添)

普通旅費計算表(自家用車使用の場合)

1_旅費の定義

旅費-交通費(行程(km)×37円)+旅行諸費

※平成16年12月1日から日当は､旅行諸費に変わりました0

2-旅費支給要件(行程は､いずれも自宅からの往復距離)

3_旅費の計算例

･1.5km未満 :不支給

･1 5km以上8k汀I未満:5kmx37円-185円

※往復5kmの場合

･県 内 100knx37円+750円(1/4旅行諸費)-4,450円

※往復100kmで～日帰りの場合

･県 外 :100kmx37円+3,000円(旅行諸費)-6,700円

※往復100k汀tで､日帰りの場合

4 ホテル･旅館に宿泊される場合

･宿泊料は､実費となりますQ

注1)宿泊料の証明として､領収書が必要です｡

注2)親戚･友人宅等に宿泊の場合は､宿泊料定額(別紙)の1/3となります｡

5 主要都市計算例

出発地 目.的地 日 程 交通費 旅行諸費 (′宿泊料 航空賃 旅費(合計)

l熊本市(県庁) 福岡市 日帰り 8,510 3.000 ノ 一一,5101泊2日 8,5ー0 6.000 実費

大阪市 日帰り 2.535 3.000 実費

1泊2日 2,535 6,000 実費 実費

東 京 日帰り 2.235 3.000 実費

1泊2日 2,235 6,000 実費 実費

(1)福岡市の交通費は､自家用車で計算していますo

(2)大阪市･東京の交通費は､出発地から熊本空港往復を自家用車で計算し､大阪については､

伊丹(関西)空港から大阪市内往復のバス代を､東京については､羽田空港から浜松町往復

のモノレール代を合算しています｡

(3)宿泊料については､上記4のとおり実費となります｡
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(別紙)

宿泊料定紋一覧(実家.親戚･友人宅等に宿泊された場合の根拠です)

14,800円/1泊
(1′3の嶺は

埼玉県 浦和市､さいたま市

特別区､八王子市､立川市､武蔵野市､三鷹市､府中市､

調布市､町田市､小金井市､国分寺市､国立市､狛江市､

神奈川県 横浜市､川崎市､横須賀市､鎌倉市､三浦郡葉山町

愛知県 名古屋市

大阪市､豊中市､池田市､吹田市､高槻市､守口市､枚方市､

茨木市､八尾市､寝屋川市､箕面市､高石市､堺市､岸和田市

泉大津市､貝塚市､泉佐野市､富田林市､和泉市､東大阪市

乙 地 方 宿泊料定額

珍



N 収支報告書等の整備

1 証拠書短等の整備保存

政務調査費の交付を受けた会派の代表者及び議員は､政務調査費の適切な管

理及び収支報告を行うため､政務調査費にかかる収支について､出納薄等を作

成 し､その内訳を明確にするとともに､領収書等証拠書類を整備保存するもの

とする｡

なお､保存期間は､収支報告書の提出期間の末日から起算 して5年を経過す

るHまでとする｡

2 証拠書額等の種類

支出を証明するものとして､領収書､受取書､振込受頃書､その他これらに

類する書類を整備する｡なお､これらの畜類が取得できない場合には､｢政務

調査費支払証明書｣(参考様式 3)を作成 し､備考欄に支出の内容等を付記し

ておくものとする｡

なお､旅費については､例えば県庁等での打合せが頻繁に実施されることが

想定されるため､政務調査費支払証明書 (族費用)(参考様式4)の作成で証

拠否額とすることが出来るものとする0

3 出納簿への記載

収入及び支出にあたっては､｢政務調査費出納簿｣(参考様式2)に支出金

箱､支出内容を経費区分毎､月毎に整理するものとする｡

4 収支報告書 ･証拠書類等の提出 【条例第 12条】

会派及び議員は政務調査費の交付を受けた時は､翌年度の4月30日までに

収支碓菖書を作成 し､議長に提出しなければならない｡

その際に､額収書等証拠吾棟の写 しを経費区分毎に添付することとす る｡

なお､覇収書等証拠書類を添付する台紙については､参考様式6
日毎に取 りまとめ､一番上の台紙に

-･致すること)
目の合計を記載す

5 政務調査費の返還 【条例第 13条】

会派及び議員は､当該年度において交付を受けた政務調姦費の総額か ら､当

該年度において行 った政務調査費支出の総額を控除 して残余がある場合には､

＼L'1該残領を翌年度の5月31日までに返還 しなければならないO

製鋼



また､会派が消滅 した場合又は議員が任期満了､辞職等により議員でなくな

った場合は､収支報告書の提出期間の末日から起算 して30日以内に残額を返

還 しなければならないO

ll.



∨ 政務調査費の事務処理等の流れ

事務の流れフロー図

会派結成届を議長に提出
会派の結成状況､議員の在職状況を知事に通知
(会派及び叢員に通知)

四半期毎に知事に請求

会派及び議員へ請求分を交付

収支報告吾を議長に投出(証拠書類を添付)
収支報告宙を知事に送付
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Vl 各 種 様 式

参考様式 1･ ･政務調査費活動報告書

参考様式2･･･ ･政務調査費出納簿

参考様式3･ ･政務調査費支払証明書

参考様式4･ ･政務調査費支払証明書 (旅費用)

参考様式5･････雇用契約書

参考様式6･･･ ･償収書添付用紙

1.3



(参考様式1)

政務調査費活動報告書

日 程

場 所

相 手 方

参加議員氏 名

逢逮



(参考様式1)

政務調査費活動報告書(記載例)

日 程 平成21年〇〇月〇〇日～〇〇月〇〇日

場 所 ○○県○○市

相 手 方 ○○県議会

参加議員氏 名 〇〇 〇〇､〇〇 ○○ 計○○名

目的.内容･成果等 ･環境矧 こ関する調査のため〇〇〇〇を視察

･〇〇〇〇において､A氏より

(彰〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇について

②〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇について
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(参考様式2)

政 務 調 査 費 出 納 簿

会派(議員名)

【 月分】 (単位 千円)

月 日 摘 要 収入銀 支出額 残 額 整理番号

i'.t'3



(参考様式2)

政 務 調 査 費 出 納 簿(記載例)

_筆派(議員名)00 00′

【 4月分】 (単位=千円)

月 日 摘 要 収入額 支出額 残 額 整理番号
4/10 政務調査費交付 300.000 300,000

ll 〇〇〇〇 ー2.000 288,000 ー

14 〇〇〇〇 25,000 263,000 2
-

-

-
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(参考様式3)

政務調査費支払証明書

且8



(参考様式3)

政務調査費支払証明書(記載例)

経費区分 調査研究費

件 名 ○○市調査に伴う交通費

支払年月日 平成 21 年 〇〇 月 〇〇 日

支 出 額 8,600 円

支 出 先 JR九州

領収書等を徴することができない理由 電車の切符を自動販売機で購入したため

備 考 熊本駅-○○駅往復

上記のとおり相違ないことを証明する

平成 21 年 〇〇 月 〇〇 日

経理責任者 〇〇 〇〇 印
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(参考様式4)

政務調査費支払証明書(旅費用)

【 年 月∠ゝ】 (単位:円)

日 目 的 発 目的地1 目的地2 目的地3 着 鉄道 バス その他 自家用車 小計 備考
走行距離 算定簸
km

km

km

km

LTn

km

km

km

km

km

km

km

km

km

km

km

km

k汀ー

km

! km

本書のとおLJ相違ないことを証明しますC 会 派 名
証明著名 秤



(参考様式4)

政務調査費支払証明書(旅費用)(記載例)

r21年 4月分】 (単位:円)

日 目 的 栄 目的地1 目的地2 目的地3 着 鉄道 バス その他 自家用畢 小計 備考走行距離 算定額

i執行部との打合 自宅 県庁 自宅 750 32km 1,184 1.934

3〇〇〇県道視察 自宅 ○○町 ○○市 自宅 750 78km 2,886 3,636

4執行部との打合 自宅 県庁 自宅 750 32km 1.184 一,934

6ついての意見交a 自宅 ○○市 自宅 2,loo 400 750 km 3.250
km

km

km

kn

km

km

km

km

h汀t

km

km

km

km

km

km

本書のとおり相違ないことを証明しますo 会 派 名 0000
証明著名 00 00 印



(参考様式5)

雇 用 契 約 書

兎住所

下記条件にて契約と致 します｡

雇 用 期 間 年 月 日 から 年 月 日

就 業 場 所

職 務 内 容

就 業 時 間

休 El

給与 (賃金) 月 給 円 ( 時 給 円)

給 与 支 払 日締切 日支払

給与払込先 普通預金 銀行 支店
(口座番号) (名義)

※契約奈は2通作成 し､双方が各 1通を保管するD

平成 年 月 E]

雇用者 氏名 秤

被雇用者 氏名 印

認諾



(参考様式5)

雇 用 契 約 書 (記載例)

下記条件にて契約と致 します｡

雇 用 期 間 平成21年 4月 1日 から 平成22年 3月31日

就 業 場 所 熊本市○○町〇〇番地

職 務 内 容 ･〇〇〇〇
･〇〇〇〇

就 業 時 間 午前9時～午後6時

休 日 土E==L 祝E-i

給与 (賃金) 月 給 〇〇〇〇円 ( 時 給 〇〇〇円)

給 与 支 払 〇〇日締切 〇〇日支払

給与払込先 普通預金 ○○銀行 ○○支店
(口座番号)1234567 (名義)クマモト ハナコ

※契約書は2通作成 し､双方が各1通を保管するO

-平成21年 4月 1日

雇用者 氏名 00 00 印

被雇用者 氏名 熊本 花子 印
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(参考様式6)

領収書No, ～No.

000費 合計000円
※各項目毎に束ねることとし､綴りの-番上に合計を記載すること<)

-2d



Vll 領収書等証拠書類の取扱い (参考)

(D 主な範収書等証拠讃粒の例

･筒収書

･受領書

･レシ- ト

･有料道路領収書

･駐車場領収書

･タクシ-領収書

･口座振替通知書

･振込受領書

･振込金通知書

･通帳の写 し

･ク レジット支払の場合は､支払先がクレジット会社のため､支払先が確認でき

る書額が必要

･給与支払簿の写 し

･飛行機の搭乗券の半券

･支払証明讃 (金萌､理由､E川音等記入)

(2)留意事項

･徴収書の宛名は､会派名､議員名等識別できるよう記入しておくこと

･レシ- 卜等宛名がない場合は､余白等に補記 しておくこと

･日付､金額､内訳及び発行者または証明著名が記載されている必要があること

･領収書の但 し書きは､品代､事務用品代等とせず､具体的に記入すること

･経年劣化により印字が消えて しまうような レシ- 卜等は､早めに写 しをとって

お くこと

※内訳等がない場合は､使途を説明できるよう領収書の余白に補記 し､または補

記 した別紙を添付 しておくこと

(3)領収書を紛失 した場合の取扱い

･紛失の男油 を記 し､封ム証明.賢に成果物､会議や研修の開催案内等を添付する

こと
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VH 法､条例､施行規程

地方 巨J津浦三

川≠ほ[122年 4月 17u 法律第 67与3)

(改lE 平成 12年5月 31日 法律第89号)

第[Il条

14 1汁通地方公則:fI体は､条例の定めるところにより､その議会の議員の調査

研究に資するため必要な経費の 一部として､その議会における会派又は議員に対

し､政務調在費を交付することができるL,この場合において､当該政務調査費の

交付の対象､額及び交付の方法は､条例で定めなければならない0

i5 前哨の政務調森費の交付を受けた会派又は議員は､条例の定めるところに

より､当該政務調査費に係る収入及び支出の報告書を議長に提出するものとするo
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熊本県政務調査費の交付に関する条例

熊本県政務調査費の交付に関する条例 (平成 13年熊本県条例第39号)の全部を改正

する｡

(趣旨)

第 1条 この条例は､地方自治法 (昭和22年法律第67号)第 100条第 14項及び第

15項の規定に基づき､政務調査費の交付に閑し必要な事項を定めるものとする｡

(交付の対象となる者)

第2条 県は､県議会の会派 (政治上の主義､理念及び政策を共有する議員が結成した団

体 (所属議員が1人の場合を含む｡)をいう｡以下 ｢会派｣という｡)又は議員に対して､

政務調査費を交付する｡

(額及び交付の方法)

第3粂 政務調査費の額は､議員1人当たり月敬30万円とする｡

2 政務調査費の交付の方法は､会派又は議月ごとに､次の各号に掲げる交付の方法のい

ずれかによるものとし､その交付額は､当該各号の区分に応じ､当該各号に定める額と

する｡

(1) 会派に交付する方法 前項に規定する議員 1人当たりの月額に､当該会派に所属

する議員の数を乗じて得た額

(2) 議員に交付する方法 前項に規定する議員 1人当たりの月額

(3) 会派及び議員に交付する方法 前項に規定する議員 1人当たりの月額を会派に交

付する額及び当該会派に所属する議員に交付する額に区分し､会派に交付する額にあ

っては会派に交付する額に区分された街に議員の数を乗じて得た額､議員に交付する

額にあっては議員に交付する額に区分された額

(会派届等)

第4粂 会派を結成したとき､又は -一般選挙後､会派の代表者は､次に掲げる事項を記載

した会派届を議長に提出しなければならないo

(1) 会派の名称

(2) 代表者の氏名

(3) 会派を結成 した臼

(4) 所属する議員の数及び氏名

(5) 前条第2項に規定する政務調査費の交付の方法

(6) 前条第2項第3号に掲げる政務調査費の交付の方法を選択する会派にあっては､

会派に交付する額及び当該会派に所属する議員に交付する額の区分

(7) 前条第2項第 1号又は第3号に掲げる政務調査費の交付の方法を選択する会派に

あっては､第 10条に規定する政務調査費経坪責任=者の氏名
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2 縞項各引二掲げる事項に変更が生 じたときは､会派の代表名は､当該変更に係る事項

を記載 した会派変更届を議長に提出しなければならない｡

3 会派が解散､合併等により消滅した場合 (議員の任期満 r及び議会の解散による場合

を除く｡以下同じ｡)は､当該会派の代表者であった者は､その旨を記擬した会派解散届

を議長に提出しなければならない｡

(会派の通知等)

第5条 議長は､毎年度､当該年度の初日において在職する議員を､同日の翌 日から起算

して5日以内に､会派に所属する議員にあっては当該会派に係る前条第 1項各号に規定

する事項を､会派に所属 しない議員にあっては氏名を知事に通知 しなければならない｡

2 議長は､前条各項の会派届､会派変更届又は会派解散届の提出があったときは､速や

かに､これを知事に通知 しなければならない｡

3 年度のLF･途において議員となった者で会派に所属 していない議員がいる場合は､議長

は､当該者の議員としての任期が開始する日 (再選挙､補欠選挙その他任期満了による

一般選挙以外の事由により当選人と定められた議員にあっては､その当選の効力発生の

日をいうO以下 ｢任期開始の日｣という.)の翌日から起算して5日以内に､次に掲げる

事項を知事に通知 しなければならない｡

(1) 議員となった者の氏名

(2) 任期開始の臼

4 前3項に定めるもののほか､年度の中途において辞職､失敬､除名､死亡又は議会の

解散により議員でなくなった者がいる場合は､議長は､それらの事由の生 じた口の翌日

から起算して5日以内に､次に掲げる事項を知事に通知 しなければならないO

(i) 議員でなくなった者の氏名

(2) 議員でなくなった事由

(3) 事由が生じた年月日

(交付決定)

第6粂 知事は､前条第 1項の規定による通知があったときは､速やかに､当該年度に係

る政務調査費 (年度の中途において議員の任期が蒲 Tする場合は､議員の任期が満 †す

るElが属する月までの政務調査費)の交付の決定を行わなければならないO

2 知事は､前条第2項の規定による通知 (会派変更届に係る通知にあっては､第4条第

1項第4号から第6号までに掲げる事項に関する変更に係るものに限るO)又は前条第3

項若 しくは第4項の規定による通知があったときは､速やかに､当該年度に係 る政務調

査費の交付の決定､変更交付の決定又は交付取消しの決定を行わなければならない｡

3 知事は､前2項の決定を行ったときは､速やかに､当該決定に係る会派の代表者 (会

派が解散､合併等により消滅した場合は､会派の代表者であった者をいう｡以下第 11
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条第2項及び第 13条において同じD)又は議員及び議長に対し､その旨を通知しなけれ

ばならないO

(算定方法等)

第7条 第3粂第2項に規定する政務調査費の交付額は､月の初日に議員である者を基準

として算定する0

2 月の途中において､次に掲げる事由が生 じた場合におけるこれらの事由が生じた日

(その日が月の初日である場合を除く｡)の属する月の政務調査費の交付額の算定につい

ては､これらの事由が生じなかったものとみなす｡

(1) 任期満了 (月の初日において任期満了により議員でなくなった者が､当該任期満

了による-痕選挙により当該任期満了の日の翌日から再び議員となった場合を除

く｡第 12粂第2項において同じ｡)

(2) 議員の辞職､失職､除名又は死亡

(3) 議員の会派への入会又は会派からの脱会若しくは除名

(4) 会派の結成又は解散､合併等による消減

(5) 議会の解散

(6) 第3条第2項に規定する政務調査費の交付の方法の変更 (同項第3号に規定する

会派に交付する額及び当該会派に所属する議員に交付する額の区分の変更を含むO)

(請求及び交付)

第8条 会派の代表者及び議員は､第6条第3項の規定による交付の決定又は変更交付の

決定通知を受けたときは､四半期ごとに､当該四半期に属する月分として交付を受ける

べき政務調査費を知事に講演するものとする0

2 知事は､前項の請求があったときは､四半期ごとに､当該請求があった日の翌日から

起算 して30日以内に､当該四半期に属する月分として交付すべき政務調査費を交付す

るものとする｡

(政務調査費を支出できる経費)

第9条 政務調査費を支出できる経費は､調査研究費､研修費､会議費その他議長が別に

定める経費.とするO

(政務調査費経理責任者)

第 10条 第3条第2項第 1号又は第3号に掲げる政務調査費の交付の方法を選択する会

派は､政務調査費経理責任者を置かなければならないO

(証拠書頬等の整備及び保存)

第 11条 政務調査費経理責任者及び議員は､政務調査費の支出について､その内訳を明

確にした会計帳簿を備え置くとともに､領収吾その他の証拠書頬 (次項及び次条第 1項

において ｢証拠書額｣というo)を整理し､及び保管しなければならないo

129



2 会派の代表者及び議員 (議員であった者を含むO)は､前項に規定する会計帳簿及び証

拠書発享を次条に規定する収入及び支出の報告書の提出期間の末日の翌日から起算して5

年を経過するHまで保存しなければならない｡

(収支報告書等)

第 12条 会派の代表者及び議員は､当該年度に係る政務調査費の収入額､支出額､残額

その他議長が別に定める事項を記載 した収入及び支出の報告書 (以下 ｢収支報告書｣と

いう｡)並びに当該収支報告書に記載された政務調査費による支出に係る証拠書類の写 し

(以下 ｢収支報告書等｣というO)を翌年度の初日から起算 して30日以内に議長に提出

するものとする｡

2 前項の規定にかかわらず､会派が解散､合併等により消滅した場合又は議員が任期満

了､辞職､失職､除名､死亡若しくは議会の解散により議員でなくなった場合には､会

派の代表者であった者又は議員であった者 (議員の死亡に係る場合は､その相続人｡)は,

会派が消滅した日又は議員でなくなった日の属する月までの収支報告書等を､会派が消

滅したFj又は議員でなくなった日の翌日から起算 して30日以内に､議長に提出するも

のとする｡

3 議長は､前2項の規定により提出された収支報告書等の写しを､速やかに､知事に送

付するものとする｡

(政務調査費の返還)

第 13粂 会派の代表者又は議員 (議員が死亡した場合は､その相続人｡次項において同

じ｡)は､ひとつの四半期の中途で､第6粂第2項の規定による政務調査費の変更交付の

決定又は交付取消しの決定 (以下この項において ｢変更交付決定等｣というO)を受けた

場合において､変更交付決定等の原因となる変更事由の生 じた臼の属する月 (当該事由

の生じた臼が月の初日であるときは､当該事由の生じた日の属する月の前月)までの月

分として会派又は議員が交付を受けるべき政務調査費の額を超える額の交付を既に受け

ている場合は､当該変更交付決定等を受けた臼の翌日から起算して60日以内に､県に

対し､その超える額を返還 しなければならない｡

2 会派の代表者及び議員は､当該年度において交付を受けた政務調査費の総額から､当

該年度において行った政務調査費による支出 (第9条に規定する経費に係る支.llJ.をい

う｡)の総額を控除して残額がある場合には､当該残雀酎こ相当する額 (以下 ｢政務調査費

の残額｣という.)を翌年度の初日から起算 して60日以内に返還 しなければならない0

3 前項の規定にかかわらず､前条第2項の規定により収支報告書等を提出した場合にお

いて､政務調査費の残額がある場合には､当該収支報告書等を提出した者は､当該収支

報告書等の提出期間の末日の翌日から起算して30日以内に政務調査費の残宅百を返還し

なければならないo

30



(収支報告書等の保存及び閲覧)

第 14条 議長は､第 12条第 1項又は第2項の規定により提出された収支報告書等を､

提出すべき期間の末日の翌日から起算 して5年を経過する日まで保存 しなければならな

い0
2 何人も､議長に対 し､前項の規定により保存されている収支報告書等の閲覧を講演す

ることができる｡

(調査)

第 15条 議長は､第 12粂第 1項又は第2項の規定により収支報告書等が提出されたと

きは､必要に応 じ調査を行うものとする｡

(委任)

第 16粂 この条例に定めるもののほか､政務調査費の交付決定手続､請求及び返還に関

し必要な事項は知事が､その他この条例の施行に関し必要な事項は議長が定める｡

附 則

l この条例は､平成21年4月1日から施行する｡

2 この条例による改正後の熊本県政務調査費の交付に関する条例の規定は､この条例の

施行の日以後に交付する政務調査費について適用 し､同日前に交付する政務調査費につ

いては､なお従前の例による｡
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熊本県政務調査費の交付に関する条例施行規程

熊本県政務調査費の交付に関する条例施行規程 (平成 13年議会告示第2号)の全部を

改正するO

(趣旨)

第 1条 この規程は､熊本県政務調査費の交付に関する条例 (平成20/L輔旨本県条例第

号o以下 f条例｣というO)の施行に閃し必要な事項を定めるものとするO

(会派届等)

第2条 条例第4粂第 1項の会派届は､別記第 1号様式とする｡

2 条例第4条第2項の会派変更届は､別記第2号様式とする0

3 条例第4粂第3項の会派解散届は､別記第3号様式とする｡

(交付決定通知書等)

第3粂 条例第6条第3項の規定による通知は､政務調査費交付決定通知書 (別記第4号

様式)､政務調査費変更交付決定通知書 (別記第5号様式)又は政務調査費交付取消決

定通知書 (別記第6号様式)により行うものとする｡

(交付の請求)

第4条 条例第8粂第 1項の規定による政務調査費の請求は､政務調査費交付請求書 (別

記第7号様式)により行うものとする｡

(使途基準)

第5条 条例第9条に規定する議長が別に定める経費は､次に掲げる経費とするO

(1) 資料作成費

(2) 資料購入費

(3) 広報 ･広聴費

(4) 事務所費

(5) 事務費

(6) 人件費

2 政務調査費の使途は､別表の項目の欄の区分に応じ､同義の使途の内容の欄に掲げる

とおりとする｡

(政務調査費経男里責任者)

第6条 条例第10条に規定する政務調査費経理責任者は ･の会派につき2人 (所属議員

が 1人である会派にあっては､1人)とするo

(収支報告書)

第7粂 条例第 12条第 1項に規定する議長が別に定める事項は､次に掲げる事項とするo

(i) 条例第9条及び本規程第5条第 1項に規定する経費に係る支出の内訳

(2) 収支報告書において残余がある場合における当該残敬の返還予定し】
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2 条例第 12条第 1項の収支報告書は､政務調査費収支報告書 (別記第8号様式)とす

る｡

(収支報告書等の閲覧)

第8粂 条例第 14粂第2項の規定による収支報告書等の閲覧は､当該収支報告書等を提

出すべき期間の末日の翌日から起算して60日を経過する日の翌日からすることができ

る｡

2 前項の収支報告書等の閲覧は､議長が指定する場所で執務時間中にしなければならな

い｡

3 収支報告書等は､前項の場所以外の場所に持ち出すことができない｡

4 収支報告書等は､丁重に取り扱い､破損､汚損､加筆､複写､写真撮影等の行為をし

てはならない｡

5 前3項の規定に達反する者に対しては､議長は､その閲覧を中止させ､又は閲覧を禁

止することができる｡

6 前各項に定めるもののほか､第 1項の収支報告書等の閲覧に閑し必要な事項は､議長

が定める｡

(一般選挙後の措置)

第9粂 条例の規定により議長が行う事務については､一般選挙後議長が選挙 されるまで

の間は､議会事務局長が行うものとする｡

附 則

1 この規程は､平成21年4月 1日から施行する｡

2 この規程による改正後の別記第8号様式の規定は､こAの告示の施行のE]以後に交付す

る政務調査費について適用し､同口前に交付する政務調査費については､なお従前の例

によるo
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別表 (第 5条関係)

項 目 使途の内容

調査研究費 会派及び議員が行う県の事務及び地方行財政に閑す

る調査研究及び調査委託に要する経費

(調査委託費､交通費､宿泊費等)

研修費 会派が行う研修会､講演会等の実施に必要な経費並

びに団体等が開催する研修会､講演会等への叢月並

びに会派及び議員が雇用する職員の参加に要する経

費

(会場費､機材借上げ費､講師謝金､会費､交通費､

宿泊費等)

会議費 会派が開催する各種会議及び議員が開催する県民の

県政に関する要望､意見等を聴取するための各種会

議に要する経費_

(会場費､機材借上げ費､資料印刷費等)

資料作成費 会派及び議員が議会審議に必要な資料を作成するた

めに要する経費

(印刷 .製本費､写真代等)

資料購入費 会派及び議員が行う調査研究のために必要な図書､

資料等の購入に要する経費

(書籍購入費､新聞 .雑誌購読料等)

広報 .戊こ聴費 会派及び議員が行う議会活動及び県政に関する政策

等の広報 .広聴活動に要する経費

(広報紙､報告書等印刷費､送料､交通費等)

事務所費 会派及び議員が行う調査研究活動のために必要な事

務所の設置及び管理に要する経費

(事務所の賃借料､管理運営費等)

事務費 会派及び議員が行う調査研究に係る事務遂行に必要

な経費

(事務用品 .備品購入費､通信費等)

人件費 会派及び議員が行う調査研究を補助する賎員を雇用

する経費
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別記第 1号様式 (第2条関係)

会 派 届

年 月 日

緑木県議会議長 按

会 派 の名称

代表者の氏名

熊本県政務調査費の交付に関する条例第4条第1項の規定により､次のとおり

届け出ます ｡

1 会 派 の 名 称

3 会派を結成した日 年 月 日

4 所属議負の数及び氏名 数 人氏名

5 交 付 の 方 法 ⊂1 会派に交付

[コ 議員に交付

[コ 会派及び議員に交付

会派 (1人当たりの月笥薙) 門 人

議員 (1人当たりの月碩) 門 人

会派 (1人当たりの月敬) rl/j 人
議員 (1人当たりの月額) 門 人

会派 (1人当たりの月騎) 門 人

議月 日 人当たりの月額) 門 人

備考 1 交付の方法の欄には､いずれか該当する[_｣内に L,印を記入してくださいOこ

の場合において､会派及び議員に交付する]j法を採る場合は､会派及び議員に

交付する頓を記入 してください｡

2 会派及び議員に交付する方法を採る場合において､交付の方法が-一律でない

場合には､議員毎の交付方法を記入した 一覧表を添付してください0

3 政務調査費経理責任者の氏名の欄には､議員に交付する方法を採る会派にあ

っては､記入する必要はありません｡

4 政務調査費経理責任者の氏名の欄には2人記入してください.所属議員が 1

人である会派にあっては､ 1人で構いません｡
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別記第2LT,L様式 (第2粂関係)

会 派 変 更 届

年 月 日

熊本県議会議昆 様

会 派 の 名 称

代表者の氏名 ㊥

次の事項について､ 年 月 巨=こ変更がありましたので､絵本県政務調

査費の交付に関する条例第4条第2項の規定により届け出ますO

節 lu

2 代 表 者 の 氏 名

数及び氏名 敬 人氏名

｢〕 会派及び謎月に交付 □ 会派及び鼓月に交付

( 門 人) ( 門

( 門 人) ( 門

( 門 人) ( 門

議員(i人当たりの月砺) 議員(1人?:当たりの月額)

( 門 人) ( 門

( 門 人) ( ∩

( 門 人) ( 門

備考 1 変更に係る事項についてのみ記入 してください｡

2 交付の方法の欄には､いずれか該当する口内に L,印を記入 してください｡

この場合において､会派及び議員に交1､け る方法を採る場合は､会派及び

議員に交付する碑を記入 してください｡また､交付の方法が 梓でない場合

には､議員毎の交付方法を記入 した 覧≠葺を添付 してくださいO
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別記第3号様式 (第 2条関係)

会 派 解 散 ･ 消 滅 届

熊本県議会議長

様

会派の名称

代表者の氏名

年 月 日

熊本県政務調査費の交付に関する条例第4条第3項の規定により､下記のとおり届

け出ます｡

li己

1 解散又は消滅 した会派の名称

2 解散又は消滅 した年jlu

3 解散又は消滅 した理 由
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別記節4号様式 (第3条関係)

政 務 調 査 費 交 付 決 定 通 知 書

年 月 日

様

経本県知事 回

熊本県政務調査費の交付に関する条例第6粂 (第 1項 ･第2項)の規定により､次の

とおり 年度の政務調査費の交付の決定をしたので通知 します｡

1 交付決定額

2 内 訳

午

午

午

午

分

分

分

分

月

月

月

月

年

年

年

年

～

～

～

～

分

分

分

分

月

月

月

月
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別記第5号様式 (第3粂関係)

政務調査費変更交付決定通知書

'年 月 日

梯

熊本県知事 匝】

熊本県政務調査費の交付に関する条例第6条第2項の規定により､次のとおり 年

度の政務調査費の変更交付の決定をしたので通知 しますO

1 変更後の交付決定額

2 変更前の交付決定街

3 変 更 理 由

4 変更後の交何次定額の内訳

年 月分.-

年 月分～

'LF一 月分～

年 月分～

分

分

分

分

lミf)

円

円

門

円



別記第6号様式 (第3条関係)

政務調査費交付取消決定通知奮

年 月 目

標

熊本県知事 側

熊本県政務調査費の交付に関する条例第6粂第2項の規定により､次のとおり 年

度の政務調査費の交付の決定を取り消したので通知します｡

1 取り消した街

2 取消理由

3 取 り消した牧の内訳
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別記第7号様式 (第4条関係)

政 務 調 査 室等交 付 請 求 書

年 月 日

熊本県知事 様

請求者[ 芸芸;;…三:;;芸芸及び代表者の氏] ⑳

年 月 日付けをもって交付 (変更交付)の決定のありました 年度

の政務調査費の交付については､鰭本県政務調査費の交付に関する条例第8粂第 1項の

規定により､次のとおり請来 します｡

1 日.'j･.Lここト.i1111

2 請求の内容

年 1日JI/一 年 )3分

(振込日座)

金融機関名 支店

預 金 柊 別 当 座 . 普 通

日 経 番 号
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別記第8号様式 (第7条関係)

政 務 調 査 費 収 支 報 告 奮

熊本県議会議長

年 月 日

会派にあっては名称及び代表者の氏名

議員にあっては氏名

年度政務調査費収支報告について

娘本県政務調査費の交付に関する条例第 12条 (第1項 ･第2項)の規定により､

別紙のとおり 年度政務調査費収支報告潜等を提出します｡

速急



年度政務調査費収支報告奮

1 収 入 政務調査費

2 支 出

項 目 支出額 (単位二円) 備 考

調 査 研 究 費

研 修 費

会 議 費

資 料 作 成 費

資 料 購 入 費

広報 .広聴費

事 務 所 費

事 務 費

人 件 草

合 計

3 残 顎

4 政務調査費経理責作者の氏名

注 備考欄には､主たる支出の内訳を記載してください｡
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ix 全国議長会資料

政務調査費の事務所費､事務費及び
人件費の考え方について

全国都道府県議会議長会

平成 20年7月 23日

事務所費､事務費及び人件費について基本的な考え方を作成すべきとの意Rが役員会(平成 19年7月

25日)･参与会(平成 柑年8月20日)において提出されたことから､その取り扱いを同日の参Ej一会におい

て協議したO

その結果､各都道府県､会派及び議員により政務調査活動の実態が異なることや､既にそれぞれの実態

に対応した基準が策定され､運用されている実態から新たな全国基準の作成は庵めて困難であると思われ

るが､制度の運用が始まってから数年が経過し､訴訟等が多発している現状を考慮し､全国議長会として

-定のガイドラインを作成する必要があるとの認識のもと､意見交換の場も含めて､検討してはどうかと

いうこととされ､事務所費､事務費及び人件費についてこの度､終審県の担当課良を中心に協議が行われ

た｡

理事県等担当課長会議においては､これらにかかる予め提出された項E才の具体的な取り扱いについて検

討を進めたが､すでに各都道肘県においてそれぞれ道月はミなされている実態から多くの異なる意見が提出

され､現時点で -一定の考え方として取りまとめることは混乱を招く等影響が大であり､榊難であることか

ら､発車県等挺当課長会萩としては､平成 13年の ｢使途基準の射 馴こついての考えjJl を基本として､

実態面を考慮し､考えられる運用事例について協議する場とすることとしたo

その結果､別添のとおり､事務所費､事務費及び人件費の取り扱いについて政務調査費制度の趣旨に反

しないであろう範紺内で複数の運用事例が考えられるものは､列記する形で協議結果を取りまとめたO
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Ⅰ 事務所費

1 事務所 としての要件

【検討項目】
外形上､故能上から事務所の形態を有している必要があると考 えられるが､事務所と
して認めるにはどのような要件があればよいか｡例えば､同一フ ロアに複数の事務所が
入居するような場合､議員の居宅を事務所 とする場合など｡

検討項 目に対する考え方(塞)
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③
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形
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ての外形 上の形態を有 していること(00議員事務所等の看

て
ているこ
要員等を

の
と
配

機能 (事務スペ-ス､応接(会議)スペ-ス､事務用備品等)

置 していること｡
態
場合は議員個人が契約主体となることが必要

なお､連絡要員等の配置は､ 事務所を設置して も人員を配 置 させる必要性の有無
によって判断するものであ り､事務所としての要件 を満たす -条件 として必ず しも
要求 され るものではな く､連絡機能が整 っていればよいという意見もあったO

また､同一フロア(-:事務所)内に複数の事務所が入居す る場合､議員の 自宅の一
部を事務所 とする場合は､実質的に事務所 として使用されている実態が存在 してい
れば､事務所としての要件 を満た しているとも考えられ るが､
① 事務所 として使用す る区域が､同一フロア(-事務所)内にある他の事務所
(塞)部分または議員の 自宅部分と機能的､簡域的に分離 され､使用面積が明確
で社会通念上相当と認め られるものであること(共用部分は算入 しない)0
(診 出入 り口が独立 していることO
が望ま しいという意見 もあったQ

2 賃借先の要件(親族 ･関連会社等)

【検討項 目】
賃借先の要件 として認められない親族の範囲 とは､どの様なものが適当か｡例えば､
3親等以内､生計-など｡
また､議員の関連する会社､後援会等 との賃借契約にあっては､どの様な場合に認め
られ､どの様な場合に認められない又は按分 とすべきか｡

｢

司
検討項 ト‖ニ対する考え方(塞)

議員本人及び生計を 一に-する親族等からの賃借は認められないO

た､議員の関連会社等､政治柑体 (後援合)の所有又は賃
場合は､(丑原則 として読点個人が契約 主三体 となること､
お り､銀行振 り込みや筒収責等の証拠老松が発行される

倍
②
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ること､③関連会社等､政治t~弱体(後援会)の会計処理上､
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処理が行われていることが必要であるという意見もあったo
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3 按分の考え方

【検討項 目】
賃借料､光熱水資､維持 管理費につ いて､政務調査活動の使用実態に応じて他 の活動
にかかる経費 と按分するこ とが必要 と なるが､どの様な按分方法が適切かO例えば､使
用面積､使用時間など｡

検討項 目に対する考え方(塞)

(1) 事務所賃借料 ･維持管理費
議員の関連会社等､政治団体 (後援合)の所有又は賃借する事務所等と共用 の場
合は､使用街域(面積)並びに政務調査活動､政治団体活軌及びその他活勤の全時
間に占める政務調査活動の割合を総合的に勘案 し､按分することが考えられ る｡

(2) 光熱水費
メーターを分離することが望ま しいが､分離されていない場合は､ 政 務調 査活
軌､政治団体活動及びその他活動 の全時間 に占め る政務調査活動の割 合並 び にこ
れ ら活動 に従事する総人数に占め る政務調査活動 に従事す る人数の割 合 を総 合的
に勘案 し､按分す ることが考え られ る｡

な お､ (1)､ (2)と も現実に実績の把握が 困難な場 合は､政 務 調査費での 負 担 割 合
の 上二眼 (例 え ば 2分の 1以内とす る)を定め てお くこ とも考え ら れる｡

4 県庁所在地の賃貸マンションにおける政務調査活動
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から距離のある選挙区の諸星が県庁所在地に宿所 として賃貸 マ
ついて､平成 13年 10月にまとめられた ｢政務調査費の使途の
では､現に調査活動の拠点として椎耗的に使用 している場合は
充当することは可能であるが､その場合は､開会中に支給される

シ
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在
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のないよう留意すべきとされている｡
ては､滞在費 (費用弁償)と重複 しないこと以外に､板の充当につい
確にできないか (例えば､使用実績をどうとらえ､どこまでの充当を

検討項 目に対する考え方 (塞)
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使用実 技 は ､個々の議員 において実測 した結果によるO

用 弁償が 支給 される【ヨ数及び私的に使用 した日数の比率で按 分 す る方法 も考 え ら れ
るとい う 意見もあったO
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Ⅱ 事務費

l 自動車 リース
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資産の形成にあたるため政務調査費の充当は認められないとされて
で単純な移動手段として､例えば出張先でのレンタカーなどの利用は
られる｡
､一般的に金融的要素の強い自動車ローン
の強いレンタカーに近い契約形態のものまで
最近､企業会計基準などでは ｢法形式に従っ
買した場合と同様の状態にある｣として､賃
ことになるなど､一般の企業ではリースを売
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について､資産形成にあたらないとして､政務調査の対象することにつ
可能とするならどのような契約条件が必要か｡

検討項目に対する考え方(案)

次のような点に留意 した上で､認められるとする意見があったo
･契約終7後に自動車所有権を取得 しないことが必要である o
･自動車 リ-ス料 も使用実態に応 じて按分 し､按分比率の上限や限度額 な どの基準杏
設定す ることが適当である｡
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2 備品の取扱い

【検討項 目】
①資産形成には何が当たるのか｡
②備品の耐用年数の取扱いはどうすべ きか｡

る
動
す
自
意
車
県民

あ
権
資

も
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見
所
か

t
を
症

た
取
形
得する
成 とい

いと しても､ リース奉を自家
や通勤等に使用すると解釈さ

検討項目に対する考え方(塞)

められるものに限定すべきであるという意見であった｡
また､議員交付の場合､高塀備品の構人は､資産形成に該 当す る恐れがあることか
ら､その価格は､政務調査活動に要する備品という視点か ら社会通念に基づいて判断
されるべきものと考えられるという意見もあった O
なお､充当に当っては､議員の任期1耐用年数 を勘案 し､適切な按分比率による計
算が望ま しいという意見もあった｡
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Ⅲ 人件費

1 親族の雇用

【検討項目】
親族の雇用について､政務調査費を充当することが可能か｡雇用の状態を客観的に証
明する方法 として､どの様なものがあるか｡例えば､雇用契約書､毎月支払の証明等｡
その他､雇用に伴い必要 となる公的に課せられている制度上の義務(雇用保険､労災保
険､源泉徴収義務､生計を一にする親族の雇用に係る所得税法の取扱いなど)は何か｡

検討項 目に対する考え方(塞)
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一般的に政務調査活動の補助職員として親族を雇用する実態があることを説明
のであれば､実績に応 じて雇用経費に政務調査費を充当できるという意見 もあ
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を作成 し､勤務実態があり､客観的に給与の支払いが証

の他の雇用主の義務が発生する雇用内容であれば所要の
の秘書その他の事務員として親族を雇用 している場合に

2 按分の考え方

【検討項目】
他の業務にも携わっている場合､政務調査活動の使用実態に応 じて接分することが必
要となるが､どの様な按分方法が適切か｡例えば､勤務時間など｡

検討項 目に対する考え方(塞)

当該職員の全勤務時間に対する政務調査活動の補助業務に従 車した時間の占める割
合に応 じて按分する方法が考えられるという意見もあった｡
なお､現実に実節の把捉が肘難と思われるので､政務調査費での負 担 割合の L限 (例
えば2分の 1以内とする)を定めておくことも考えられるという意見もあったO

3 他の者が雇用する敢員

【検討項 目】
後援会や会社(議員の関係会社 も含む)など議員以外の者が雇用 している職員が政務
調査活動の補助にも携わっている場合､政務調査法軌に従事 した業務実態の割合等に基
づき按分することが必要だと思われるが､職員への給与の支払い方法として適切な方法
は何か｡
例えば､雇用者に対 して一定の負担金を支払 うなど派遣聴員のような扱いは可能か｡
その場合どのような形式(例えば､協定書､派遣契約書)を整える必要があるかo

検討項 目に対する考え方(塞)
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4 政務調査活動専従の取員

【検討項 目】
政務調査活動に専従する取長として､全額を政務調査費で充当するにはどの様な条件
が必要か｡例えば､通常､後援会関係者や政党関係者を応接､電話応対することなどが
考えられるが､その場合は専従として認められるか｡

検討項 目に対す る考え方 (塞)

政務調査活動に専門的に従事することを雇用契約の内容上明確にする必要がある｡
なお､議員への政治団体(後援合)関係者の訪問や電話があった場合に､その取次ぎ
や伝言程度の事務は､やむを得ないものである｡
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